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Abstract

Wireless power transfer (WPT) has been actively researched as a technology for solving the problem of cruising distance

of electric vehicles. International standardization efforts of WPT for EV have been made in SAE-J2954, which includes

restrictions on human exposure to leakage magnetic fields. This paper proposes coil design that satisfies the leakage

magnetic field standards for dynamic wireless power transfer to in-wheel motor.
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1. 序 論

近年、電気自動車 (electric vehicles : EVs)の短い航続
距離と長い充電時間を解決する手段としてワイヤレス給電
(Wireless Power Transfer : WPT)というアイデアが注目
され,世界中で盛んに研究開発が進んでいる (1) (2)。
EVへのWPTとは、道路側に設置した送電用コイルか
ら EVに取り付けた受電コイルで無線へ電力を受け取ると
いうものである。これにより、走行中に充電が可能となり
航続距離が延長するだけでなく、必要最低限のバッテリー
のみを搭載すればよく、コスト削減にも繋がることが期待
される。WPTの中でも、2007年にMITが発表した磁界
共振結合方式 (3) は、大きなエアギャップでも高効率大電
力の送電が可能で位置ずれに強いという特徴を持つため、
EVへのWPTに適した技術として期待されている (4)。
しかし、EVへのWPTには課題も存在する。中でも、
実用化にあたっては漏洩磁界 (EMF)が大きな課題である。
WPTに用いるコイルに電流が流れることで生じる電磁界
による生体への影響、放射される電磁波の通信への考慮
を含めた研究が必要となる。特に、人体曝露の観点では、
EVへのWPTの国際標準化への取り組みが行われている
SAE-J2954において、漏洩電磁界に関する安全性の規定 (5)

が設けられている。実用化の際には、この基準値を考慮す
る必要がある。(6)では、停車中ワイヤレス給電システム
において、単一電源から二台のワイヤレス給電に対する人
体曝露に関する研究がなされている。
また、本研究室では、走行中ワイヤレス給電に適した電
気自動車である走行中ワイヤレス給電インホイールモー
タ (Wireless In Wheel Motor : W-IWM)の研究開発が行
われている (7) (8) (9)。走行中ワイヤレス給電インホイール
モータは、ホイールの内部にモータを搭載する方式であり、
路面からワイヤレスで給電された電力は車体バッテリーを
介さず、モータに直接供給できるという利点を持つ。
本研究では、路面からW-IWMへのワイヤレス給電での
システムを想定し、EMFを可能な限り低減し、EMF評価

図 1 ワイヤレスインホイールモータ

Fig. 1. Wireless In-Wheel Motor

を容易に行うコイル設計の検討を行う。コイル間のギャッ
プと路面側コイルのコイル長に注目し検討する。具体的に
行ったことを以下に述べる。

•実機での漏洩磁界の計測
•シミュレーションと実機の比較
•漏洩磁界を考慮したコイル長の設計
この時、検討する比較的短いループを持つコイルは、路
面側の１つのインバータに対し、負荷となる車体側コイル
は１つになるような大きさを想定している。すなわち、路
面コイル上に同時に車体側コイルが同時に 2個以上のコイ
ルが存在する状況でWPTを行うことは想定していない。
この理由としては、インバータで変換すべき必要電力がコ
イルの枚数分大きくなることが挙げられる。
また、この短いコイルは走行中の時充電時間が短くなる
ことから、ある程度間隔を狭めてを敷設することを想定
する。こういった分割型コイルの研究も多くなされてい
る (10)。Fig. 2のように、インバータにコイルが並列に接
続されたWPTシステムを想定し、受電コイルが上部に存
在するコイルのみをスイッチングにより駆動するシステム
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図 2 分割型コイルのイメージ

Fig. 2. Image of split-type coil

表 1 EMF 曝露参考レベル (5)

Table 1. EMF exposure standard, Reference Levels (5)

Quality ICNIRP 2010 General Public Reference Level

Regions 2 and 3 (rms Field Strength)

Magnetic Field 27 µT or 21.5A/m

(a) EMF regions, top view

(b) EMF regions, front view

図 3 EMF の規定領域 (5)

Fig. 3. EMF regions (5)

を目標とする。このシステムにより、インバータ数を減少
も見込むことができる。本研究のコイル設計はそのシステ
ム設計の前段階に位置する。

2. 漏洩電磁界 (EMF)に関する国際規格

非常に強い電磁界の中では、生体に強い不快感や神経な
どに刺激作用を及ぼす可能性があり、磁界共振結合方式の
ワイヤレス給電は漏洩磁界に関する規定が必要となってく
る。EV用WPTシステムの開発と並行して、その制度化、
標準化も積極的に進められている。特に、制御通信以外の
分野の詳細な技術内容については、SAE-J2954で議論が
多くなされている (5)。その中で、漏洩電磁界に関する国際
標準規格については、ICNIRP(国際非電離放射線防護委員
会)2010のガイドラインに則ったものとなっている (11)。
具体的な参考レベルや領域に関する規定をTable 1、Fig.

InverterAC/DC

Converter
DC/DC

ConverterRectifier

C1 C2

L1 L2

Lm

VDC

Battery

Road side Vehicle side

図 4 EV へのWPT システム

Fig. 4. WPT system for EV

3に示す。Table 1中にある Regions 2 and 3は Fig. 3で
示す番号の領域のことを指す。具体的に述べると、Region
2は車底を除いた車外の領域、Region 3は車内の領域を表
す。(5)では、人体に影響するEMFを考慮しており、人体の
入る余地のないRegion 1についての規定はなく、Regions
2 and 3において、漏洩磁界の値が 27 µTが基準値となっ
ている。これらの磁界への曝露制限に関するガイドライン
に基づき，磁界曝露の安全性に関する定量的な議論や評価
を行う必要がある。(6)

3. W-IWMのシステム

〈3・1〉 EV へのWPT システムの概要 今回想定する
W-IWM への WPT のシステムは基本的には EV への
WPT と同様に考えて良い。本節では、EV を想定した
WPT システムについて述べる。Fig. 4 にその全体的な
回路図を示す。路面側では主に交流電源を用いて、コン
バータを通して一次側インバータにかかる直流電圧を制御
する。その後、インバータを用いて設計された共振周波数
の交流にする。すでに設計された周波数で共振するように
設定された路面側コイルに交流電流が流れることで磁界が
発生し、その中で車体側コイルを貫く磁束によって車体側
コイルに同様に共振周波数で動作する交流電流が流れる。
その後、整流器を通して直流となり、DC/DCコンバータ
によって一定電圧に保たれた DC リンクキャパシタを通
じてバッテリーに電流が流れ充電される。また、車体側コ
イルも路面側と同じ周波数で共振するように設計されてい
る。このとき、

2πf0 = ω0 =
1√
L1C1

=
1√
L2C2

· · · · · · · · · · · · · · · (1)

となっている。ここで、f0は共振周波数を表す。今回、共
振周波数は 85 kHzを想定する。
また、コイルに流れる電流は一次側、二次側電圧 V1、V2

を用いて、基本波のみを考え, 共振条件では位相が 90度ず
れることに注意すると、次のように表せる。

I1 =
R2V1 + ω0LmV2

R1R2 + (ω0Lm)2
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (2)

I2 = j
−R1V2 + ω0LmV1

R1R2 + (ω0Lm)2
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (3)

ここで、Lmは送電コイルと受電コイルの相互インダクタ
ンスを表す。R1、R2はそれぞれ送電コイル、受電コイル
の抵抗を表す。
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図 5 EMF 計測地点 (5)

Fig. 5. EMF measurement point (5)

〈3・2〉 W-IWMにおける想定 第一に、コイル間ギャ
ップについて、車体側コイルが車体底部に搭載しバッテ
リーに給電する方式を考えると、コイル間ギャップは大き
く車体設計に依存するものである。しかし、本研究室では
インホイールモータへの直接給電を想定しているため、左
右のタイヤ付近のバネ下に搭載する方式をとっている。こ
の方式では、走行時の車体の揺れによるコイル間ギャップ
の変動がなく、コイル間ギャップ自体も比較的小さくでき
るため車体下へ取付けるコイルより相互インダクタンスが
大きくなり高効率な送電が可能になるという利点を持つ。
本研究ではそのバネ下搭載を想定し、漏洩磁界とコイル間
ギャップとの関係を検証した。
第二に、路面コイルのサイズについて検討する。走行中
給電では、走行中の給電時間やコイルの位置ずれに対する
ロバスト性を確保する必要があるため、道路の進行方向に
長いコイルを想定することが多い。しかし、この長いルー
プを形成するコイルはコイル同士の磁界的な結合が行われ
ていない部分の割合が多く、漏洩磁界が大きくなってしま
うことが考えられると共に、コイル自体の抵抗が大きくな
り銅損によるエネルギー損失が大きくなるという欠点も存
在する。そこで、漏洩磁界の基準値を考慮したコイル長を
設計する必要がある。
本研究では、W-IWMにおいて EMFを可能な限り低減
し、EMF評価を容易に行うコイル設計の検討を行う。こ
の時の漏洩磁界を評価する測定地点は Fig. 5の赤線の部
分で規定されており、つまり車体側面部分において評価を
行えばよい。今回はW-IWMではバネ下に受電コイルを
搭載する方式をとっており、送受電コイルは共にホイール
付近に左右に設置することを想定している。Fig. 6に示す
通り、コイル中心から赤く示された領域である車体側面ま
での距離は 500mmであり、この地点を評価を行う地点と
する。
W-IWMで使用しているコイルを用いた時の EMFの測
定結果を Fig. 8に示す。この実験では、Fig. 7に示すよ
うに車体が存在する場合とコイルのみの場合で比較を行っ
た。Fig. 8より、車体が存在する場合では、車体部がシー
ルドになることにより EMFが低減されていることがわか

500mm

Regions 2 WPT Coils

図 6 ワイヤレスインホイールモータにおける
Region 2 にあたる領域

Fig. 6. Region 2 of W-IWM

図 7 車体が存在する場合の測定状況

Fig. 7. EMF(x = 0mm,z = 252.5mm,P1 = 1.65 kW)
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図 8 車両の有無による EMF の変化

Fig. 8. Experiment (vehicle and no vehicle) : B(y)(x =

0mm,z = 252.5mm,P1 = 1.65 kW)

る。しかし、車体設計などによってシールド効果は差が出
るため、コイル設計の段階から EMFの参考レベルを考慮
した設計にしておくことが必要である。
4. 漏洩磁界低減に向けたコイル設計方針

本研究では、磁界低減に向けコイル間ギャップとコイル
形状を検討する。近傍の漏洩磁界はコイルに電流が流れる
ことにより発生し、コイルから発生する磁束の大きさは一
般に、Φ = LI と表せる。よって、コイルの自己インダク
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図 9 実験機

Fig. 9. Experiment setup

タンスとコイルに流れる電流に依存する。
第一に、コイルに流れる電流の大きさを考えると、式 (2)

や式 (3)より送受電電圧やコイル間の相互インダクタンス
に依存する。送受電電圧は電力指令値に依存し、設計する
WPTシステムの電力要求に依存する。よって、コイル設
計の段階では相互インダクタンスを大きくすること、すな
わちコイル間エアギャップを小さくすることが漏洩磁界低
減の観点から有効であると考えられる。
第二に、コイルの自己インダクタンスを小さくすること
で漏洩磁界の低減を図ることが有効であると考えられる。
コイルの自己インダクタンスは、主にコイルのターン数と
閉コイルの面積に依存するが、コイル位置に対するロバス
ト性や相互インダクタンスの観点から、ある程度のターン
数やコイルサイズが必要になってくる。また、走行中給電
を想定すると路面コイルは給電時間の観点から長くする必
要がある。よって、漏洩磁界の基準値を考慮してコイルサ
イズを最大化することが重要である。

5. コイル間ギャップの設計

本節ではコイル間ギャップ短縮に伴う漏洩磁界の変動に
関する実測値を示す。その時の実験セットアップの様子を
Fig. 9に示す。路面側のコイル中心を原点として、図のよ
うに x軸、y軸を設定する。z軸は路面コイル表面からの
高さを表すこととする。磁界の測定には、Narda S.T.S.社
製ELT-400型磁界曝露レベルテスタを用いた。この時、地
表面から磁界曝露テスタの距離は、地表面から 62.5mmと
している。
実験する際の条件と実験に用いたコイルサイズを Table

2に示す。今回、実際の EV向けWPTシステムの仕様に
できるだけ合わせ、インフラ側である路面側では入力電力
を一定に、車体側は DC リンク電圧が一定に制御されて
いるため二次側電圧を一定にすることで実験条件を統一し
た。ここで、コイル間ギャップを変化させた場合、相互イ
ンダクタンスが変化するのでコイルに流れる電流の大きさ
が変化する。
測定結果をFig. 10に示す。横軸はコイル中心から y方向
の距離を表し、縦軸はその地点での磁磁束密度を表す。計
測地点は前述の通りW-IWMのRegions 2である 500mm

以上の地点で計測を行った。Fig. 10よりコイル間ギャップ
が大きいほど漏洩磁束が大きくなっていることがわかる。
これは、コイルギャップを広げるほど相互インダクタンス
が小さくなり、同じ入力電力でもコイルに流れる交流電流
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図 10 コイル間ギャップ短縮に伴う漏洩磁界の変動

Fig. 10. Experiment：B(y) at various gap conditions (x =

0mm,z = 62.5mm,P1 = 1.65 kW,only coil)

表 2 実験条件

Table 2. Experiment conditions

Input power P1 1.65 kW

Secondary voltage V2 309V

Resonant freqency f 84.7 kHz

Road-side coil 1000mm×250mm

Vehicle-side coil 185mm×185mm

Self inductance of Road-side coil L1 238.6 µH
Self inductance of Vehicle-side coil L2 93.8 µH

𝑦

𝑥

𝑧

図 11 コイルのソリッドモデル

Fig. 11. Solid model of coil in JMAG

の値が大きくなることによる影響だと考えられる。Fig. 10

よりコイルギャップは小さいほど漏洩磁界が低減できてい
ることがわかる。今回は車体の物理的な設計において、最
もコイル間のギャップを小さい 50mmに設定することに
した。

6. JMAGによる磁界解析

〈6・1〉 JMAGによるシミュレーション 漏洩磁界の分
布を正確に考慮するために、JMAGによる磁界解析を行
なった。JMAGとは、電磁界解析ソフトウェアのことで
モータやアクチュエータなどの磁界を主に有限要素法によ
り解く磁界解析が主となっており、熱解析や電界解析、構
造解析なども可能となっている。今回は、W-IWMのコイ
ルをモデル化し磁界解析を行う。

〈6・2〉 コイルのソリッドモデル W-IWMにおいて、本
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表 3 モデルサイズ

Table 3. Model size

Road-side coil(outside) 1000mm×250mm

Road-side(inside) 837.5mm×94mm

Road-side ferrite(outside) 832mm×274mm

Road-side ferrite(inside) 1026mm×84mm

Vehicle-side coil(outside) 185mm×185mm

Vehicle-side coil(inside) 42mm×42mm

Vehicle-side ferrite 200mm×200mm

Turns of wire (Road-side coil) 13 turns

Turns of wire (Vehicle-side coil) 25 turns

Gap of coils 50mm
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(b) B(y)(x = 0, z = 252.5)

図 12 シミュレーションと実測の比較

Fig. 12. Comparison of simulation and experiment(lR =

1000mm,P1 = 1.65 kW,only coil)

研究室で用いているコイルのソリッドモデルを Fig. 11に
示す。実寸と同様のサイズで設計を行っており、各パラ
メータについては Table 3に示す。路面コイルの表面での
中心点が原点に一致しており、Fig. 11のように x軸、y軸、
z軸を設定している。
〈6・3〉 シミュレーションモデルの検証 上記の実験では、
位置の変化に対し磁束密度の値が大きく変化するので計測
誤差が大きく、正確な位置での正確な磁束密度の値を考え
ることは難しい上、WPTシステムの検討を行うには考慮
すべきパラメータが多いため、逐一、漏洩磁界をすること
はあまり現実的ではない。よって、磁界解析によるシミュ
レーションの有効性が必要となってくる。コイルのみの条
件において同様のシミュレーションを行い検証を行った。
Fig. 13に示す、lR は 1000mmである。次にシミュレー
ションと実験を比較した結果を示す。Fig. 12よりいずれ
の場合においても、シミュレーションの結果と実測値の差
異が微小であることがわかる。また、実測値に対する誤差
は最大 11%であった。この差については、シミュレーショ
ンを行う際のモデル化誤差や実験の際の計測誤差が考えら
れる。
7. 路面コイル設計

〈7・1〉 コイルサイズの解析 コイルの大きさとターン
数によってコイルのインダクタンスが決まり、インダクタ
ンスが小さければ漏洩磁界の大きさも小さくなる。今回は
JMAGを用いてシミュレーションを行い、安全値を満た
すようなコイルサイズの上限について検討を行う。Fig. 13

のように、路面コイルの x方向の長さを取り、L1 の変化
に伴う漏洩磁界を解析する。この時、相互インダクタンス
をできるだけ変化させないために受電コイルの大きさは変

Length of Road-side Coil (𝑙!)

𝑦

𝑥

図 13 路面コイルの模式図

Fig. 13. Figure of Road-side Coil

化させない。
〈7・2〉 解析条件 磁界解析は、電力要求に対し効率が
最大の時に流れる電流を算出してシミュレーションに用
いた。最大効率時の最適電圧比AVηmax

は次のように表せ
る。(12)

AVηmax
=

√
R2

R1

ω0Lm√
R1R2 + (ω0Lm)2 +

√
R1R2

· (4)

入力電力を P1 とすると、

P1 = V1I1 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (5)

ある入力電力 P1に対し、最大効率となる電圧は式 (2),式
(3),式 (4),式 (5)を用いて解くと

V1 =

√
R1R2 + (ωLm)2

R2 + ωLmAVηmax

P1 · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6)

V2 = AVηmax
V1 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7)

と表せる。以上より、入力電力が与えられてる時の最大効
率時の電圧、電流は式 (2)、式 (3)、式 (6)、式 (7)で計算で
きる。この時、R1はコイルの長さが変化すると変化し、コ
イルに用いるリッツ線の単位長さ当たりの抵抗値から算出
した値を用いている。入力電力 P1として用いた値は、(5)
におけるWPTの送電規格を参考にし、今回は単相で最も
電力規格の大きい 7 kWのWPTシステムを仮定する。
また、今回の解析では、常に路面コイルの中心と車体側
コイル中心は xy平面上では一致するように存在し、コイ
ル間の距離は 50mmとしている。
〈7・3〉 解析結果 路面コイルのサイズを変化させた時
のそれぞれの自己インダクタンスと相互インダクタンスの
変化のシミュレーション結果を Fig. 14に示す。車体側コ
イルの自己インダクタンスと相互インダクタンスはほとん
ど変化しないのに対し、路面側コイルの自己インダクタン
スはコイル面積がコイル長に対して比例しているため、コ
イル面積に比例する自己インダクタンスはコイル長に比例
する形になっていることがわかる。
コイル中心から車体側面までの距離を想定した 500mm

の地点における、解析によって得られた磁束密度の大きさ
と路面コイルのサイズとの関係を Fig. 15に示す。Fig. 15

より、シミュレーションによる結果から、最大コイル長は
720mmであり、シミレーションにおける誤差を含めて考
えると 600mm 程度にする必要があるという結果が得ら
れた。
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図 14 コイルインダクタンスのシミュレーション結果

Fig. 14. Inductance of Coils (simulation)
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図 15 路面サイズコイル長変化による y＝ 500における磁束密
度の最大値の変化

Fig. 15. Max value of Magnetic Field at y=500 vs 　

lR(P1 = 7kW)

8. 結 論

本研究では、漏洩磁界を低減し、走行中ワイヤレス給電
インホイールモータのシステムに合わせたコイル設計の検
討を行った。第一に、コイル間ギャップと漏洩磁界の関係
を示し、コイル間ギャップを小さくするほど漏洩磁界は低
減されることが実証された。以降のコイルサイズの検討の
際、コイルギャップは物理的な設計の下限である 50mm

に設定した。第二に、コイルサイズの検討を行った。磁界
解析に JMAGを用いてシミュレーションを行い、基準値
を満たすようなコイル長を検証した。7 kWの送電システ
ムを仮定した今回の結果では最大必要コイル長は 700mm

であり、モデル誤差を考慮すると 600mm程度にする必要
があるという結果が得られた。
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